
（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 北海道和寒町平成25年度

経常収支比率の分析

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

3,768

3,760

224.83

4,918,260

4,771,045

146,046

2,836,962

3,784,135

人(H26.1.1現在)

人(H26.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

2.2

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H21  Ⅰ－０ H22  Ⅰ－０ H23  Ⅰ－０

H24  Ⅰ－０ H25  Ⅰ－０

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成26年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

人件費 類似団体内順位
28/131

全国平均
23.7

北海道平均
21.2

人件費の分析欄

職員数の抑制により平均値を下回っている。

行政サービスとのバランスを考慮しながら進めていきたい。
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18.419.118.1
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物件費 類似団体内順位
85/131

全国平均
13.7

北海道平均
12.0

物件費の分析欄

職員の抑制を行い、その代替えとして臨時職員（物件費）へ移行

したり、民間へ委託（物件費）するなどの要因により比率は高く

なってしまっている。

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

20.9

5.6

12.9
12.412.2

11.211.3

H25H24H23H22H21

14.013.413.7

11.912.1

扶助費 類似団体内順位
21/131

全国平均
11.3

北海道平均
10.3

扶助費の分析欄

少子化の進行により児童への支出が少なく、老人に対しては委

託事業（物件費）で給付しているため扶助費は低い傾向にある。
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その他 類似団体内順位
20/131

全国平均
12.9

北海道平均
13.0

その他の分析欄

公営企業への繰出金については少ない額で済んでおり、今後

も企業会計の健全な運営を進めていく。
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補助費等 類似団体内順位
80/131

全国平均
10.0

北海道平均
11.5

補助費等の分析欄

補助費等の率は横ばい傾向にあり、類似団体と比較しても同

程度となっている。今後も過大過小とならないよう適正に進めて

いきたい。
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公債費 類似団体内順位
23/131

全国平均
18.6

北海道平均
19.3

公債費の分析欄

起債の償還が進んでおり、今後も償還を進めながらこの水準を

守っていきたい。
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公債費以外 類似団体内順位
17/131

全国平均
71.6

北海道平均
68.0

公債費以外の分析欄

これまでの職員数の抑制に伴う物件費への移行等により比率

が上昇していたが類似団体は下回っている。行政サービスとの

バランスを考慮しながら進めていきたい。
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

594,156 157,685 183,831 ▲ 14.2
74,807 19,853 17,818 11.4
70,993 18,841 26,667 ▲ 29.3
4,940 1,311 2,490 ▲ 47.3

- - - -
5,173 1,373 9,105 ▲ 84.9

28,900 7,670 5,055 51.7
▲ 97,229 ▲ 25,804 ▲ 22,864 12.9

681,740 180,929 222,101 ▲ 18.5

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

19.11 20.61 ▲ 1.50
98.8 94.6 4.2

（注）住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成26年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

377,497 100,185 144,540 ▲ 30.7

- - - -

- - - -

78,320 20,786 29,964 ▲ 30.6

- - 6,972 -

1,135 301 2,692 ▲ 88.8

275 73 44 65.9

- - ▲ 7,752 -

▲ 427,402 ▲ 113,429 ▲ 125,847 ▲ 9.9

29,825 7,915 50,612 ▲ 84.4
※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H21 1,055,140 264,911 1.2 262,834 48.9 ▲ 47.7

うち単独分 551,194 138,387 104.2 147,509 95.6 8.6
 H22 645,981 166,190 ▲ 37.3 334,234 27.2 ▲ 64.5

うち単独分 414,908 106,742 ▲ 22.9 135,366 ▲ 8.2 ▲ 14.7
 H23 1,096,414 285,079 71.5 216,155 ▲ 35.3 106.8

うち単独分 535,247 139,170 30.4 108,827 ▲ 19.6 50.0
 H24 1,244,071 325,162 14.1 228,305 5.6 8.5

うち単独分 710,037 185,582 33.3 86,611 ▲ 20.4 53.7
 H25 1,517,625 402,767 23.9 316,331 38.6 ▲ 14.7

うち単独分 731,416 194,113 4.6 106,387 22.8 ▲ 18.2
 過去５年間平均 1,111,846 288,822 14.7 271,572 17.0 ▲ 2.3

うち単独分 588,560 152,799 29.9 116,940 14.0 15.9

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

当該団体決算額
（千円）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計

ラスパイレス指数

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）
▲退職金
合計

人口1,000人当たり職員数（人）

0
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300,000
350,000
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500,000

 H21  H22  H23  H24  H25

（円）
人口1人当たり決算額の推移

（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算)
北海道和寒町平成25年度

当該団体値 類似団体内平均値

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

109,189

602,591

222,101219,113219,990216,631213,646

H25H24H23H22H21

180,929
187,580185,585184,418203,213

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

0

100,000

200,000

300,000

-22,007

178,313

50,612
52,82259,21564,98670,799

H25H24H23H22H21

7,915
5,379

28,454
46,97944,759
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標準財政規模比（％）

区分
年度 H21 H22 H23 H24 H25

25.37 21.40 22.43 26.66 30.31

2.83 3.37 2.71 4.62 5.15

5.87 ▲ 1.74 ▲ 0.46 4.57 4.44

財政調整基金残高

実質収支額

実質単年度収支

-5.00

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

H21 H22 H23 H24 H25

分析欄

（5）実質収支比率等に係る経年分析（市町村） 平成25年度 北海道和寒町

標準財政規模比（％）

標準財政規模によって率は変化するが、財政調整基金を減ら

すことなく行政サービスを進めることができているので、今後

も健全な財政運営に努める。
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標準財政規模比（％）

会計

年度
H21 H22 H23 H24 H25

10.27 6.58 7.45 7.03 8.22

2.83 3.37 2.71 4.62 5.15

0.54 2.48 1.82 1.42 2.86

0.43 0.47 0.26 0.32 0.61

0.00 0.03 0.06 0.13 0.18

0.04 0.10 0.08 0.12 0.11

0.08 0.09 0.05 0.20 0.10

0.02 0.01 0.04 0.03 0.05

- - - - -

0.00 - - - -

※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく連結実質赤字比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

簡易水道事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

その他会計（赤字）

その他会計（黒字）

国民健康保険町立和寒病院事業会計

一般会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計（保険事業勘定）

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）

公共下水道事業特別会計
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（6）連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析（市町村） 平成25年度 北海道和寒町

標準財政規模比（％）

いずれの会計においても黒字となっており、健全な運営ができ

ているといえる。

今後もこの水準が悪くならないよう、健全な財政運営に努め

る。

8/10



（百万円）

分子の構造
年度

H21 H22 H23 H24 H25

523 512 439 343 377

- - - - -

- - - - -

85 83 82 78 78

- - - - -

1 2 2 1 1

0 0 0 0 0

432 414 413 403 428

177 183 110 19 28

※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

算入公債費等(B) 算入公債費等

(A)－(B) 実質公債費比率の分子

元利償還金等(A)

元利償還金

減債基金積立不足算定額

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

公営企業債の元利償還金に対する繰入金

組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

債務負担行為に基づく支出額

一時借入金の利子

（7）実質公債費比率（分子）の構造（市町村） 平成25年度 北海道和寒町

分析欄
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（百万円）

起債の借入も行いながら起債償還が進んで

いる。

今後もこの水準を保ち、健全な財政運営に

努める。
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（百万円）

分子の構造
年度 H21 H22 H23 H24 H25

2,961 2,805 2,941 3,376 3,784

- - - - -

598 536 485 443 395

- - - - -

668 496 832 797 772

- - - - -

- - - - -

- - - - -

3,596 3,662 3,856 4,070 4,283

- - - - -

3,468 3,467 3,539 3,782 4,001

▲ 2,837 ▲ 3,292 ▲ 3,138 ▲ 3,235 ▲ 3,333

※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

充当可能財源等(B)

充当可能基金

充当可能特定歳入

基準財政需要額算入見込額

(A)－(B) 将来負担比率の分子

将来負担額(A)

一般会計等に係る地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人等の負債額等負担見込額

連結実質赤字額

組合等連結実質赤字額負担見込額
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（8）将来負担比率（分子）の構造（市町村） 平成25年度 北海道和寒町

（百万円）

起債の償還が順調に進むとともに、交付税の回

復により行政サービスを行いながら基金へ積むこ

とができている。

将来においても住みやすい町となるよう、この

水準を維持し、健全な財政運営に努める。
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